
希望
ゆ め

のある未来
あ し た

を！ 

～諦めることなく平和憲法を守ろう！～ 

今年は天候に恵まれず、７月に黒目川での開催を予定してい

た「第 26 回わくわく川掃除＆川あそび」が中止となってしまい

ました。お子さんたちに喜んでいただきたいと、春先から仲間

のみなさんと準備をしていただけに本当に残念でした。 

さて 7 月には参議院選挙が行われました。なにより残念だっ

たのは、投票率が 48.80％（選挙区）と過去最低から 2 番目に

低いもので国民の政治離れが一層顕著になったことです。東久

留米市でも 52.14％（東京選挙区）と全国平均は上回ったものの、

前回 2016 年の 59.19％を下回りました。 
 自民党は改選前から 9 議席を減らしたものの、安倍政権を支える自公では改選過半

数の 63 議席を確保。一方で、憲法改正の発議に必要な 3 分の 2（定数 225 議席中 164
議席）は、日本維新の会を合わせても割り込みました。しかし安倍首相が改憲論議を

動かそうと秋波を送る国民民主党の玉木代表が「改憲議論は進める」と発言するなど、

予断を許さない状況に変わりはありません。平和憲法を守るため、引き続き力を合わ

せていきましょう。 
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忘
れ
て
は
い
け
な
い
福
島
第
一
原
発 

七
月
初
旬
、
福
島
県
を
訪
れ
、「
東
京
電
力
廃
炉
資
料
館
」
を
見
学
。

オ
ブ
ジ
ェ
や
パ
ネ
ル
、
映
像
等
で
事
故
発
生
時
か
ら
今
日
の
原
子
炉
の

様
子
が
分
か
り
や
す
く
説
明
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
そ
の
内
容
か
ら
も
、

廃
炉
完
了
ま
で
に
は
膨
大
な
労
力
と
時
間
が
掛
か
る
こ
と
、
原
発
事
故

は
過
去
の
も
の
で
は
な
い
こ
と
を
改
め
て
痛
感
し
ま
し
た
。 

福
島
第
一
原
発
で
は
排
気
筒
の
解
体
作
業
が 

８
月
に
開
始
さ
れ
ま
し
た
。
報
道
に
よ
る
と
、 

相
次
ぐ
装
備
の
不
具
合
や
作
業
員
の
熱
中
症 

な
ど
で
作
業
は
難
航
し
て
い
る
よ
う
で
す
。 

東
電
で
は
今
年
度
中
に
解
体
作
業
を
終
え
た
い 

方
針
で
す
が
、
厳
し
い
状
況
に
あ
る
よ
う
で
す
。 

解
決
の
糸
口
さ
え
つ
か
め
な
い
汚
染
水
問
題 

８
月
９
日
、
増
え
続
け
る
ト
リ
チ
ウ
ム
な
ど
の
放
射
性
物
質
を
含
む

汚
染
水
の
処
理
を
検
討
す
る
政
府
の
有
識
者
会
議
が
７
か
月
ぶ
り
に
開

催
さ
れ
ま
し
た
。
会
議
で
は
汚
染
水
の
長
期
保
存
が
初
め
て
議
題
に
な

り
ま
し
た
が
、
東
電
は
２
０
２
０
年
夏
ご
ろ
に
は
原
発
内
の
敷
地
が
満

杯
に
な
る
見
通
し
を
述
べ
、
保
管
継
続
が
困
難
で
あ
る
こ
と
を
強
調
し

ま
し
た
。 

一
方
で
、
処
理
方
法
と
し
て
こ
れ
ま
で
も
議
題
に
上
が
っ
て
い
る
海

洋
放
出
に
つ
い
て
は
、
地
元
漁
協
関
係
者
を
中
心
に
強
い
反
対
が
あ
り

ま
す
。
汚
染
水
の
扱
い
は
、
有
識
者
会
議
の
判
断
を
参
考
に
政
府
が
方

針
を
決
定
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
が
、
解
決
策
を
見
出
す
こ
と
は

極
め
て
困
難
で
あ
る
と
思
わ
れ
ま
す
。 

一
度
事
故
が
起
こ
れ
ば
、
こ
の
よ
う
な
状
態
に
な
る
こ
と
が
わ
か
っ

て
い
る
現
在
も
、
安
倍
政
権
は
次
々
と
原
発
を
再
稼
働
さ
せ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
許
さ
れ
な
い
こ
と
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。 

声
を
あ
げ
、
原
発
ゼ
ロ
社
会
を
実
現
し
ま
し
ょ
う
。 

（無所属） 

 
東京電力廃炉資料館



間宮みきの６月議会の一般質問などから 

新1年生の待機児がいる学童保育所も 

本年 4 月 1 日学童保育所の待機児童が、

昨年同時期に 6名だったものが 83名とな

りました。特に 2 か所の学童で新一年生

が待機児童となり、早急な対応が必要と

考え質しました。 

学童保育所待機児童数（2019 年 4 月 1 日現在） 
学童保育所名／学年 1 2 3 4 5 6 合計

新川学童（2 小） 0 0 0 12 13 1 26 
中央学童（3 小） 1 0 0 16 0 0 17 
南沢学童（5 小） 0 0 0 4 6 2 12 
滝山学童（7 小） 0 0 0 1 0 0 1 
南町学童（南町小） 2 8 7 9 1 0 27 
合  計 3 8 7 42 20 3 83 
 

間宮：低学年で複数の待機児童がいる南町学童の現状

はどうなっているのか。特別教室を借りることは可能

なのか。 

児童青少年課長：南町小学校では児童数の増加に伴い

学級数が増加し、昨年まで借りていた特別教室が借り

られなくなった。どういったところで対応していける

か、引き続き検討する必要があると考える。 

間宮：夏休みの対応はどうするのか。 

児童青少年課長：まだめどが立っていないが、児童館

の利用について待機をしている方にご案内をしていく

ことを検討中。 

間宮：児童館では、本来はお子さんの出欠の把握はし

ていない。もし市として学童の代わりに児童館をと考

えるならば、単に案内をするだけではなく出欠の把握

や昼食のことなど児童館と調整すべきである。 

児童青少年課長：児童館と調整しながら、受け入れ態

勢を整えていきたい。 

間宮：児童が巻き込まれる事件が増えている。児童の

安全のためにも、南町学童だけではなく、待機児解消

の抜本的な対策を求める。 

※夏休みに入ってから待機児童への対応を確認したと

ころ、児童館で昼食をとることができる旨等の案内を

各家庭にしたものの、出席確認等を児童館に要請はし

ていないとのことでした。改めてきちんと対応をする

よう求めました。 

児童の安全に関わる案件について 

議論の場を保障しない市政運営に抗議 

市は支援員の配置基準の変更などが含ま 

 

れる「今後の学童保育の運営方針」につ

いて、しっかりした議論ができないスケ

ジュールで進めようとしました。議会の

チェック機能が働かなければ、市の都合

だけが優先され、市民の声の政策への 

反映は遠のきます。児童の安全も軽視さ

れかねません。議論を深めようとしない

市政運営に強く抗議し、改めさせました。 

間宮：6 月議会終了後に「今後の東久留米市の学童保

育の運営方針（案）」を決定し、休会中に「東久留

米市学童保育所の民間活力の導入に係る実施

計画」の策定を行い、9 月議会には補正予算を

提出する予定であると、6 月議会直前に市側か

ら説明があった。これでは今後の学童保育の運

営について、議会で議論する機会がない。どの

ように考えているのか。 

子ども家庭部長：今定例会でご意見をいただけば、そ

れを含めて検討し「運営方針（案）」を策定したいと考

える。9 月に補正予算要求をし、10 月から 12 月に事

業者を選定、2～3 月に引き継ぎ、2020 年4 月から業

務委託を開始したいと考えている。 

間宮：「運営方針（案）」さえ出ていないのに、議論な

どできない。議会軽視である。 

＊ この後、市側が関係部署と協議を行った結果、最

終的には子ども家庭部長より「議会からの運営方

針（案）について議論ができないとの指摘を重く

受け止め、今議会中に運営方針（案）を示し、議

論いただけるようする。」との答弁がありました。

それを受け、議会最終日に緊急質問を行いました。 

子どもの安全を最優先に考えた学童保

育の運営を主張し、「運営方針（案）」の

撤回を求めました。 

「運営方針（案）」には、2020 年 4 月か

ら 2 校を対象に民間に業務委託すること

によって延長育成を実現する。それを機

に、現在東久留米市の独自基準で児童 15
名に 1 名の放課後支援員を配置している

ものを、国基準に準じて概ね 40 名ごとに

2 名の支援員による運営に変更するとあ

りました。明らかな基準の切り下げで、

保育の質の低下につながりかねず、撤回

すべきと主張しました。 

間宮：業務委託を実施する学童保育において、概ね40
名に2名の支援員による運営を想定しているが、現行



の 15 名に 1 名の配置より明らかに基準の切り下げで

ある。1 人の支援員が見る児童数が増えれば、目が届

きにくくなり、事故のリスクは高まる。市の見解は。 

子ども家庭部長：都内の多数の市において、児童 20
名に対して職員1名という体制で、問題なく運営が行

われている。東久留米市でも問題なく運営が行えると

考える。 

間宮：わが市はこれまで、子どもの安全等を考慮して、

国基準を上回って独自の内規に従って運営をしてきて

いる。それを下げるべきではない。また「東久留米市

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準

を定める条例」の第5条2には最低基準を超えて、設

備を有し、又は運営をしている放課後児童健全育成業

者は、最低基準を理由として、その設備又は運営を低

下させてはならないとある。今回の「運営方針（案）」

の内容は条例に反しているのではないか。 

子ども家庭部長：事業者に委託する際に、質の向上を

求めるので、質の低下につながるとは考えていない。 

間宮：条例に反していることは明らかである。また今

回の基準変更に伴う市としての安全対策は特に考えて

いないとのこと。「運営方針（案）」の検討は不十分で

あり、白紙撤回することを求める。 

＊先日実施されたパブリックコメントでも、81 件

の意見のうち 22 件が、職員配置や資格要件の切

り下げに対し疑問や反対を訴える意見でした。市

は真摯に受け止めるべきと考えます。 

高齢者の暮らしを支える介護保険・総合

支援事業の充実を 
介護人材の不足は深刻です。市が今年度

取り組む「介護人材育成研修事業」につ

いて質すとともに、地域包括支援センタ

ーの充実を求めました。 

間宮：①今年度実施予定の「介護人材育成研修事業」

の事業目的は？ 
②東久留米市地域包括支援センターあり方検討委員会

に児童青少年課の職員も入っているがその意図は。 

福祉保健部長：①東京都の区市町村介護人材緊急確保

対策事業補助を受けて実施する。人材不足に悩む介護

事業所と、少しでも介護の仕事に興味のある方をマッ

チングさせることを目的とする。市の入門研修では生

活援助を主に扱うが、就業先は総合事業の生活援助に

限定するものではない。雇用契約後、研修や現場での

経験を積むことで高度な業務の担い手として活躍して

いいただくことも可能と考える。 
②国で議論されてきた「我が事・丸ごと」の地域づく

りや地域共生社会の概念、ダブルケアなどの課題に、

早期から庁内で情報を共有していくことが肝要との考

えから。 

間宮：①市としても、雇用契約後の事業所による養成

についても必要に応じて支援をしていくことを要望す

る。 
②センターの守備範囲が広がる可能性もある。3 か所

でいいのか、また既存の在宅介護支援センターの活用

なども検討委員会で議論するとともに、専門家や公募

市民の参加している介護保険運営協議会に諮っていく

べきと考えるが。 

介護福祉課長：在宅介護支援センターについては委員

会や運営協議会からも議論が必要との意見がある。議

論していただけるものと考えている。 

間宮みきの一般質問をご覧ください 

 
現在、東久留米市議会の録画映像がインターネット 
により配信されています。 

是非、間宮みきの質問をご覧頂き、感想やご意見を

お聞かせください。 

東久留米市議会映像配信【間宮みきの質問】 
http://www.higashikurume-city.stream.jfit.co.jp/?t
pl=speaker_result&speaker_id=33 
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 疑問の残る市の対応  

6月議会初日の冒頭、職員による不適切な事務執行が２件続いたこと、そしてそのほかの事案も含めて、

市長より陳謝がありました。その後、市長１５％、副市長１０％、教育長５％、それぞれの報酬を１ヵ月

減俸するとの条例が提出され、可決されました。 

２件の行政上の不適切な事務執行に関する行政報告は、初日の最後に行われました。しかし具体的な再

発防止策が示されないなど、課題の残る内容でした。 

★間宮が今回の不適切な事務執行についての市の対応で問題があると考えている点 

① 行政報告に再発防止策が述べられなかった。 

② どの関係法令に基づいて弁償金の負担の在り方を決定するのか未定であるにもかかわらず、関係職員に求償す

る予定と行政報告で述べ、職員に費用弁償をさせることを前提に、補正予算を計上している。しかも職員に求

償することが妥当であるか、第三者の専門家（会計監査や弁護士）に確認していない。 

③ 職員に求償する根拠を本人が支払う意思を示し

たことにおいている。 

④ 不適切な事務執行が行われた２つの部署は、通常

業務以外に、学務課は下里小学校等の統廃合を進

める学校規模適正化の事務、ごみ対策課は家庭ご

み有料化やごみ対策庁舎の建て替えなどで業務

量が増えていた。多くの議員が人員体制を見直す

べきと指摘したが、市は改善を図ってこなかった。

当然、組織としての責任が大きいと思われるが、

市長は職員個人のスキルが大きな要因であると

し、使用者責任を認めようとしない。 

行政報告についての質疑で、今後の改善策につい

ては改めて市民のみなさんに対してもきちんと

示すよう求めましたが市の答弁は検討に留まり

ました。 

また求償するかどうかは決定事項ではなく、関係

法令に基づき手続きを進めるとのことでした。 
全容が明らかになった段階で、必要に応じ専門家

の見解も含め、確認したいと考えています。 

２件の行政上の不適切な事務執行の概略 

教育部学務課 

栄養計算システムへの機能の追加について、当該経

費が当初予算の査定で却下されたにも関わらず、担当

者が予算化されているものと思い込み、2019年3月

に契約を起案。課長、部長も予算化されていないこと

に気付くことなく決裁したため、4月1日賃貸借契約

を締結し、5日に同システムが導入された。 

⇒ 5 月 7 日付けで相手方と契約解除合意書を締結。

（予算上の契約解除に伴う賠償金に係る弁償金

724,000円） 

環境部ごみ対策課 

物干しのための建築物をごみ対策課庁舎の敷地内

に2019年3月に建設した際、建築基準法６条１項に

基づく確認を怠り、さらに同法の基準に適合しない風

よけを追加工事により設置した。 

⇒ 物干し場の撤去 

（予算上の諸工事弁償金 1,171,000円） 


